平成２２年度

「コミュニティビジネス事業認証申込及び補助金交付申請」様式一覧
○　コミュニティビジネス事業認証お申し込みの皆様へ　

○「コミュニティビジネス事業認証」申込書及び補助金交付申請書 作成要領

○「コミュニティビジネス事業認証」申込様式

様式第１号・・・・・「コミュニティビジネス事業認証」申込書

○「コミュニティビジネス創業奨励補助金」交付申請様式

様式第２号・・・・・コミュニティビジネス創業奨励補助金交付申請書

様式第３号・・・・・補助対象事業の概要書

様式第４号・・・・・補助対象事業収支予算書

　　　※様式第４号付表・・・コミュニティビジネス創業奨励補助金補助対象経費について
　　【ご留意いただきたい事項】

　　　①「“コミュニティビジネス事業認証”お申し込みの皆様へ」をご熟読いただき、ご理解のうえお申し込みください。
　　　②申込書及び添付資料は、各１部をすべて片面・Ａ４サイズでご提出ください。

　　　③各記入欄は、必要に応じ、適宜変更してください。

　　　④申込書以外に、申込書記載内容の活動状況がわかる定款、規約、事業報告書・計画書、収支決算書・予算書、事業概要のわかる資料(新聞掲載記事、チラシ、パンフレットなど)及び活動時の写真（２枚以上・デジタル画像が好ましい）を適宜添付してください。

　　　⑤“「事業認証」申込書”の記載内容のうち、確認が必要となる事項などについて、事務局よりお問い合わせをさせていただきますので、ご対応のほどお願いいたします。

　　　⑥補助金交付申請の方は、「コミュニティビジネス事業認証」申込様式(様式第1号)に様式第２号から第４号を追加のうえ、ご提出ください。

　　　⑦必要に応じて別途資料を依頼することがあります。

　　　⑧(〒910-0005) 福井市大手３丁目７番１号 繊協ビル４階 福井県中小企業団体中央会内　　

福井県コミュニティビジネス推進協議会事務局 宛　に提出してください。

なお、提出された申込書、申請書、添付資料等は返却いたしません。

　　　⑨コミュニティビジネス事業認証団体募集のご案内、コミュニティビジネス創業奨励補助金制度の概要及びこの様式一覧、１９年度及び２０年度コミュニティビジネス認証事業の内容、コミュニティビジネス事業認証申込書の記載例は、福井県コミュニティビジネス推進協議会ホームページ（http://www.combiz-fukui.jp）に掲載しています。

福井県コミュニティビジネス推進協議会
“コミュニティビジネス事業認証”お申し込みの皆様へ

福井県コミュニティビジネス推進協議会

１　認証は「事業認証」です。

・このため、申請団体の皆様が実施する全ての事業が対象にはなっておりません。

・「認証された事業」は、認証申請時の申請書の内容にとどまり、その枠を超える場合は、新たに認証を望む事業について申請書を提出して、審査会の審査を受けることが必要となります。

２　認証された事業は、協議会がコミュニティビジネスとして地域貢献性、継続性などの要件に合致することを認めたものにとどまり、商品やサービスなど固有のものの優位性を証明するものとして位置づけることは出来ません。

３　今後毎年事業報告書を提出していただくことになります。ご提出いただいた事業報告書により事業実施の確認がとれない場合は、認証を取り消す場合があります。

４　認証された事業は、以下の事由により取り消されることがあります。

1 事故などにより認証基準を満たす事業活動の継続が出来なくなった場合

2 認証評価の信頼性を損なうような行為を行った場合

③ 法令に反する行為を行った場合

④ その他、社会通念上不正と認められる行為を行った場合
※②の認証評価の信頼性を損なうような行為には、刑事罰はもとより商標権や著作権を侵害するなどの法令に反する行為のほか、協議会での認証が事業認証であることに反し、あたかも団体の活動全てを認証されたものと認識させる表現・行動を含みます。

「コミュニティビジネス事業認証」申込書及び補助金交付申請書 作成要領

「コミュニティビジネス事業認証」申込書（様式第１号）

　　申請団体名　　　　　任意団体の場合は、現在の団体名をご記入ください。

代表者㊞　　　　　　法人の場合は、実印(印鑑証明を取れる印鑑)、任意団体の場合は、代表者個人の実印を押印してください。

所在地　　　　　　　任意団体および今後新たにコミュニティビジネスに取組む予定の団体は、代表者の住所をご記入ください。

認証希望事業名　　　認証を希望する事業について、その事業内容を具体的に分りやすく表現した名称を記入してください。

※② 添付書類　　 1.法人の場合は、登記簿謄本又は登記簿謄本の写しを添付してください。謄本は、発行後３カ月以内のもの。写しの場合は、原本証明(「原本と相違ない」旨の記載、原本証明日、法人名、法人代表者名、法人印捺印)をしたものを添付してください。

2.任意団体の場合は、代表者の印鑑証明書(発行後３カ月以内のもの)を添付してください。

3.許認可を必要とする事業の場合、許認可証（写し）を原本証明(上記※②1参照) のうえ添付してください。

4.添付書類として上記※②1～3とともに、申込書にご記入いただいた活動状況等がわかる定款、規約、組織図、事業報告書・計画書、収支決算書・予算書、新聞記事(切り抜き)、活動写真２枚以上（全てデジタルが望ましいが、現像したものでも可。）、広報チラシなどを添付してください。

コミュニティビジネス創業奨励補助金交付申請書（様式第２号）

　　補助事業の名称　　　認証希望事業のなかで新たに展開する事業の名称をご記入ください。

開始予定期日        補助金の交付決定日前に契約したものは補助事業の対象経費とすることができません。

　　完了予定期日　　　　平成２３年３月３１日以降に支払いが発生するものは補助事業の対象経費とすることができません。

　　交付申請予定額　　　補助事業に要する経費には、補助事業の対象経費各々から消費税を抜いた金額を合計した金額をご記入ください。

　コミュニティビジネス創業奨励補助金交付申請書 補助対象事業の概要書（様式第３号）

利用者の利益　　　　どの程度の成果が見込まれるのかを記入してください。また、事業を展開することで期待される地域活性化の効果などを記入してください。
事業モデル　　　　　事業の内容、ビジネス的な経営手法、事業を継続させるための仕組み、組織運営体制などについて図などを用いて記入してください。

実施計画　　　　　　申込事業年度内における目標や具体的な取組み内容、実施時期などを記入してください。

また次年度以降の事業展開についても記入してください。

地域への事業効果　　地域資源の活用、雇用の創出、構成員の所得の向上、地域コミュニティへの利益の還元など事業を実施することで期待される事業効果を記入してください。

コミュニティビジネス創業奨励補助金交付申請書 補助対象事業収支予算書（様式第４号）

（収 入）　　　　　　 補助対象事業に関する収入部分についてのみご記入ください。

（支 出）　　　　　　 様式第４号付表 記載の対象経費を消費税抜きの金額でご記入ください。

様式第１号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日　
福井県コミュニティビジネス推進協議会 御中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請団体名                                    

代表者名                                  ㊞  
「コミュニティビジネス事業認証」申込書
「コミュニティビジネス事業認証お申し込みの皆様へ」を理解のうえ、下記のとおり申請します。
記
１　申請者
	法人格の有無
	□取得済(　　   年　 月)　□取得予定(予定：　  年 　月)　 □取得予定なし　

	所在地
(任意団体の場合は連絡先)
	〒　　　－

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	Ｅ-mailアドレス
	

	ホームページアドレス
	

	連絡が取れる時刻
	午前　　時～ 午後　　時
	休日
	

	申請担当者職名
	
	申請担当者氏名
	


２　認証を受けたい事業（法人は「定款」、任意団体は「規約」に記載されている事業に該当するものに限る。）
	認証を受けたい事業名

（事業内容を30字以内で要約）
	
	事業開始時期

	
	
	　　  年　　月

	認証を受けたい事業の内容


	
	左記事業に必要な許認可等の有無

	
	
	□ 取得済み

※許認可書のコピーを添付すること。

□ 取得予定

※ 　　年　　月

□ 不 要

	今後の取組意向

(100字程度で記入)
	


３　事業の継続・発展性

	団 体 の

財政状況
	
	年度実績
	年度予算
	従
	申請日時点人員
	男性
	女性

	
	
	自主事業収入
	　　　　 千円
	　　　　 千円
	
	常勤職員
	名
	名
	名

	
	収入

の
	会　費　収入
	         千円
	　　　　 千円
	事
	非常勤職員
	名
	名
	名

	
	
	補助金等収入
	千円
	　　　   千円
	形
	ボランティア
	名
	名
	名

	
	
	受託事業収入
	千円
	　　 　  千円
	態
	従事者合計
	名
	名
	名

	
	部
	その他(寄付等)
	千円
	　　 　  千円
	申込目的
	○該当項目にチェック(複数回答可能)
□ 信用力強化　　□ 事業拡大

□ 情報力強化　　□ 資金調達
□ ネットワーク構築 

□ その他(　　　　　　　　　　)

	
	
	　合　計
	　　　 　千円
	　　　   千円
	
	

	
	支出の部　合　計
	　　　　 千円
	　　　　 千円
	
	

	
	収　支　差　額
	　　　　 千円
	千円
	
	


※① 申請書の内容は、要約のうえ本協議会ホームページに掲載させていただきます。
② 別途、上記２及び３の活動状況がわかるものを添付していただくことが必要です。添付資料については、

　「作成要領」をご参照のうえ、ご対応ください。

様式第２号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
福井県コミュニティビジネス推進協議会　御中
所在地
団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
平成　　年度コミュニティビジネス創業奨励補助金交付申請書
平成　　年度コミュニティビジネス創業奨励補助金の交付を受けたいので、コミュニティビジネス創業奨励補助金交付要綱第４条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
１　補助事業の名称
　　（新たに展開する事業の名称）
２　補助事業の目的および内容　　　　補助対象事業の概要書（様式第３号）のとおり
３　補助事業の完了の予定期日　　　　開始予定期日　　平成　　　年　　　月　　　日
　　および実施の計画　　　　　　　　完了予定期日　　平成　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　実施の計画　　　補助対象事業の概要書（様式第３号）のとおり
４　交付申請予定額　　　　　　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　交付申請予定額　　　　　　　　　　　　　　円
５　交付申請予定額の算出方法　　　　補助対象事業収支予算書（様式第４号）のとおり
６　補助事業の経費の配分　　　　　　補助対象事業収支予算書（様式第４号）のとおり
　　および経費の使用方法
７　添付書類　　　　　　　　　　　　補助対象事業の概要書（様式第３号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　補助対象事業収支予算書（様式第４号）
様式第３号
補助対象事業の概要書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体名　　　　　　　　　　　　　　　　）
	補助事業により解決を目指す
地域の課題
	○事業環境（利用者・市場から補助対象事業が求められているもの）

	補助対象
事業の概要
	○申請団体での新たな事業展開であることを既存事業との違いを含めて記載すること

	補助対象
事業の特徴
	○補助対象事業の先進性や他団体への波及効果などを記載すること

	利用者の利益
	

	事業モデル
(補助対象事業)
	○補助対象事業で提供する商品・サービス内容と利用者・地域との関係を図示
（図示はイメージ図、構造図、漫画などの手法を用い、説明文で補足をつけても良い）

	実施計画
	○申込事業年度内における補助対象事業の目標・具体的取組みの実施内容及び実施時期を記載

	地域への
事業効果
	○補助対象事業実施により、今後期待される効果
　（新しい社会関係・協働関係の構築、地域資源の活用、雇用への寄与、利益の還元等）


様式第４号
補助対象事業収支予算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体名　　　　　　　　　　　　　　　）
（収入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	科　　　　目
	　　　収　　入　　額　　　
	　　　　　内　　　容（調　達　方　法　な　ど）　　　　　

	補助金
	
	

	借入金
	
	

	寄付金等
	
	

	自己資金
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　　　計
	
	


（支出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	　　科　　　　　目　　
	　　事　業　費　　
	補助対象経費
	　　内　　　容（積　算　な　ど）　　

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	　　小　　　　　計　　
	
	
	

	補助対象外経費
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	


※記入要領　①科目の欄は、必要に応じて区分してください。
　　　　　　②コミュニティビジネスを創業するに当たって必要となる経費についての収支予算を記入してください。
　　　　　　③内容の欄は、可能な限り詳しく記入してください。

様式第４号付表　（第３条関連）
コミュニティビジネス創業奨励補助金補助対象経費について
福井県コミュニティビジネス推進協議会
	経費区分
	内容
	説明

	付属設備費
	店舗等改装費
	・賃貸物件の内・外装工事、空調設備、電気設備、冷暖房工事、上下水道工事など事業に必要とする改装費。

	賃借料
	設備賃借料
備品賃借料
	・自動車、パソコン、プリンター、エアコン、ファックス、複写機、厨房機器など事業に必要とする装置・設備・機械などのリース料。

	修繕費
	事務用機器修理費
	・事業に必要とする事務用機器の修理費。資本的支出部分および点検・保守費用は除く。

	研修費
	専門知識習得等人材育成費
	・事業に必要な知識や技術を習得するための研修会・講習会などへの参加費用（旅費は対象外）。

	
	専門家謝金
	・事業に必要な指導・助言を得るために専門家へ支払った謝礼金で源泉徴収税を含む費用（法人に対しては源泉徴収不要）。

	
	専門家旅費
	・専門家に支払った交通費・宿泊費（クーポン券現物渡しは源泉不要）。
上限目安額　50,000円/回

	外注費
	市場調査費用
	・市場調査など、専門的知見を必要とする事業部分について外部に委託した費用。委託契約書が必要。採択年度内に修了すること。補助事業全ての委託は不可。

	
	ホームページ作成費用
	・ホームページを作成するための初期費用（維持・更新費用を除く）。

	広告宣伝費
	事業広告
賛同者・支援者募集広告
	・事業を広報・宣伝するための費用。
・事業実施に必要な賛同者・支援者を募集するための費用。


地域等への貢献状況をメインに、これまでの活動の経緯、実績、活動理念やセールスポイント等を250字程度で記入








